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印

382,714 ｋｌ

台
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メールアドレス

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

連 絡 先

担当部署
担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

主 た る 事 業
の 内 容

化学工業製品の製造

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｅ 製造業 

中分類 16 化学工業

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

昭和電工株式会社

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

川崎市 川崎区扇町５－１

東京都港区芝大門一丁目13番9号

昭和電工株式会社

代表取締役社長　高橋　秀仁

（代理人）川崎事業所長　田中　秀和

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

第１号様式

（第１面）

事業活動地球温暖化対策計画書

（あて先）川崎市長

105-8518



（第２面）

計 画 期 間 2022 　年度　　～　 2024 　年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

当社の地球温暖化対策の取り組みについては、ホームページにて公表し
ています。
Http://www.sdk.co.jp/csr/rc/climate.html３

別添　指針様式第１号のとおり

別添　指針様式第１号のとおり

別添　指針様式第１号のとおり

別添　指針様式第１号のとおり

別添　指針様式第１号のとおり

別添　指針様式第１号のとおり



（１）温室効果ガス排出量削減に向けた方針

１．事業者
（１）製品の全ライフサイクルにおいて、安全及び健康を確保し環境を保護する観点から、事業活動を継続的に見直す
とともに改善に努める。
（２）生産活動において、従来型の環境保全はもとより、原料転換、省エネルギー、廃棄物の減量・再資源化、化学物
質の排出量削減等を推進し、地球環境との調和による持続的発展に努める。
（３）新製品開発、新規事業、設備の新設・増設・改造において、安全と健康の確保及び環境の保護に配慮する。
（４）安全と健康の確保及び環境の保護に寄与する研究開発、技術開発を推進し、代替製品・新製品の事業化の推進を
図る。

２．事業所
（１）化学製品の使用、廃棄・リサイクルまでの全ての段階で廃棄物や環境負荷の削減、省資源、省エネルギー等環境
保全に配慮した活動に努める。
（２）川崎事業所の活動が環境に及ぼす影響を認識し、継続的な改善と汚染の予防に努める。

（２）削減対策実施状況の適切な進行管理（ＰＤＣＡサイクル）を行うための方針

年度計画の実施項目の進捗管理とエネルギー使用量および排出量の実績管理を行い、予算管理も含めて安定運転と省エ
ネ課題を整理し、年度計画の見直しを行う。

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

指針様式第１号　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策計画

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針



指針様式第１号　　　　　　　　　　（第２面）

年度

年度

（実） 881,776 （実）

（調） 739,028 （調）

（実） 860,231 （実）

（調） 731,819 （調）

（実） 21,545 t-CO2 （実） t-CO2

対策実施による削減量 （実） t-CO2 （実） t-CO2

上記以外の削減量 （実） 21,545 t-CO2 （実） t-CO2

（実） 2.4 ％ （実） ％

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等（任意記載）

％ ％

　 ウ　目標設定に関する説明

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）（任意記載）

各課からＣＯ２削減施策を抽出したところ、約3万ｔ-ＣＯ２削減の可能性があった，１～２年目は設備
変更等を実施し、３年目での顕現化を目指す。
（主な施策）
○ケミカルリサイクルプラントの操業条件の最適化
　使用済プラスチックのガス化設備の処理能力と水素収率の向上、操業条件の最適化の取組みを継続実
施する。
○機器、断熱材などの更新により電力使用量を削減する。
○PFCの排出削減の取組みと回収装置の稼働を継続実施する。

目 標 年 度 の 値

削 減 率

原 単 位 の 単 位

基 準 年 度 の 値

削 減 率

１、２、４号該当者等 ３号該当者等

原 単 位 等 の 活 動 量

t-CO2

目 標 排 出 量
t-CO2 t-CO2

削 減 量

内
訳

基 準 年 度 2021

目 標 年 度 2024

基 準 排 出 量
t-CO2

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標等

（１）温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量等

　 ア　基準排出量と目標排出量（（実）は実排出量を、（調）は調整後排出量を示す。以下同じ。）

１、２、４号該当者等 ３号該当者等



４　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

（１）措置の内容

ア　計画期間に実施する措置の内容（別表第１から６等を参考に記載してください。）

計　画

第１年度

第２年度

第３年度

イ　実施済みの主な温室効果ガスの排出の量の削減対策内容

○ガス改質（水素生産）に必要な都市ガスの削減
　アンモニア原料となる水素ガスにおいて、使用プラスチックから得られる水素の比率を上げ、
　都市ガス改質による水素を減少させることで、必要な都市ガス使用量を削減している。
　（2022年以降も効率化を進める）

○プラスチックガス化設備の排熱利用（2022年以降も継続）

○製造工程からの副生物の燃料利用（2022年以降も継続）

指針様式第１号　　　　　　　　　　（第３面）

○ケミカルリサイクルプラントの操業条件の最適化
　使用済プラスチックのガス化設備の処理能力と水素収率の向上、操業条件
の最適化の取組みを継続実施する。

○機器、断熱材などの更新により電力使用量を削減する。

○PFCの排出削減の取組みと回収装置の稼働を継続実施する。

計画期間における取組の評価
（第３年度の報告時に記載）



指針様式第１号　　　　　　　　　　（第４面）

（２）再生可能エネルギー源等の利用等

 ア　基準年度までに実施した再生可能エネルギー源等の利用に係る検討状況

（検討済みの場合は「〇」、未検討の場合は「×」を記載し、検討済みの場合は検討結果を記

載してください。）

検討の
有　無

〇

×

〇

×

その他（ 　 ）

その他（ ）

　 イ　再生可能エネルギー源等を利用した設備の導入状況・計画及び再生可能エネルギー源等の

　価値の保有状況・計画

導入(保有)年度

（３）基準年度までに実施したエネルギーの効率的な利用を図るための設備等の導入・検討状況

　（導入済みの場合は「〇」、導入検討中の場合は「△」、導入予定なしの場合は「×」を記

　載してください。）

導入等の状況 導入等の状況

〇 △

△ その他（ ）

〇 その他（ ）

設備等の種類 設備等の種類

電気自動車等への充電設備
エネルギー管理システム
（FEMS、BEMS等）

電気自動車等から建物等への給電設
備

EV、PHV、FCV

種類 概要(規模、場所など)

バ イ オ マ ス 期待した効果なし

未 利 用 エ ネ ル ギ ー

再生可能エネルギー源
等 の 種 類

検　討　結　果

太 陽 光 基礎工事の日程などを加味すると期待する効果が得られず検討中断

風 力



計　画

○使用済プラスチックのケミカルリサイクル
各自治体が回収した使用済プラスチックをアンモニアの原料ガス（水素）
として再資源化し、従来法の原料である都市ガスの使用量を削減する。ま
た、廃棄物として単純焼却する場合と比較して、全ライフサイクルにおけ
るＣＯ２排出量を削減する。使用済プラスチック処理量拡大を計画する。

○ＰＦＣガス分解・回収装置の供給
　ＰＦＣガスを分解・回収する処理装置を供給し、ＰＦＣの排出抑制す
る。（分解処理しない場合と比較して、ＣＯ２換算で９９％削減）

第１年度

第２年度

第３年度

計　画

○川崎臨海部の取組み（水素ネットワークなど）の参加

第１年度

第２年度

第３年度

指針様式第１号　　　　　　　　　　（第５面）

５　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

６　その他、地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項



指針様式第１号　　　　　　　　　　（第６面）

７　基準年度のエネルギー起源CO2の排出の量等の実績（１、２号該当者等）

（１）事業者単位

　 ア　エネルギー起源CO2の排出量

イ　原油換算エネルギー使用量

ＫＬ

ウ　事業所の数

（２）事業所等単位

　 ア　年間の原油換算エネルギー使用量が 1,500kl 以上の事業所

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

　 イ　年間の原油換算エネルギー使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

事業所の名称 事業所の所在地 エネルギー起源CO2の排出量

昭和電工株式会社　基礎化学品事業部　川崎事業所(千鳥) 川崎市川崎区千鳥町2-3 27,176

3

事業所の名称 事業所の所在地 エネルギー起源CO2の排出量

昭和電工株式会社　基礎化学品事業部　川崎事業所 川崎市川崎区扇町5-1 783,950

（実） 811,150
t-CO2

（調） -

382,714



指針様式第１号　　　　　　　　　　  　（第８面）

９　事業者における温室効果ガスの種類ごとの削減目標等（４号該当者等）

基準年度 目標年度 削減量

27,135 23,000 4,135 15.2 ％

10,312 10,500 -188 -1.8 ％

％

％

％

33,179 32,262 917 2.8 ％

％

％

④Ｎ２Ｏ

⑤ＨＦＣ

⑥ＰＦＣ

⑦ＳＦ６

⑧ＮＦ３

温室効果ガスの種類

温室効果ガスの量（ｔ-CO2）

削減率

①非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2（②を除く）

②廃棄物の原燃料使用に伴う非ｴ
ﾈﾙｷﾞｰ起源 CO2

③ＣＨ４


